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研究成果の概要（和文）：本研究は、取締役の責任リスクが最も高まると考えられる企業の債務超過ないし倒産
局面において、当該取締役の（債権者その他第三者に対する）責任リスクを適切に管理・軽減するにあたっては
新たにどのようなルールを設けることが有用と考えられるかについての検討を、カナダ法を対象とした比較法の
分析手法を用いて実施するものである。

研究成果の概要（英文）：This research explores what new rules might be useful to appropriately 
manage and mitigate the risk of directors' liability (to creditors and other third parties) in the 
event of corporate insolvency or bankruptcy.

研究分野：会社法、保険法

キーワード： 民事法学　会社法　取締役の責任

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
わが国の会社法上、取締役は企業の債務超過ないし倒産局面において（平時に比して）より大きな責任リスクに
晒されていると考えられる。本研究は、それら局面における取締役の責任を適切に減免するための複数のツール
を提示するものとして、学術的意義を有する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
令和元年 12月 4日に成立した「会社法の一部を改正する法律（令和元年法律第 70号）」にお
いて、わが国の会社法上も、新たに会社補償制度および D&O保険（役員等賠償責任保険）に関
する規律が設けられた。これらはいずれも、取締役にインセンティブを付与するとともに、同人
の職務の執行の適正さを確保するという目的の下に、取締役が職務上負担し得る責任リスクに
対して一定の保護を提供するものであるとされる。しかしながら、これらの各制度についてはそ
れぞれ欠点もしくは弱点が存在することから、企業の財務状況が健全な場合については格別、そ
うではない債務超過局面（または企業が法的倒産手続へと移行した局面）においては、取締役に
対して十分な保護を提供し得ないものと考えられる。とりわけわが国においては、企業の債務超
過局面において、会社法 429 条 1 項に基づいて取締役が債権者をはじめとする第三者との関係
で個人責任を追及される例が伝統的に多く観察されるところ、一方で取締役の責任リスクを軽
減するための立法措置を講じながらも、取締役の責任リスクが一層高まるこれらの局面におい
て、十分な保護を提供しないままに彼らを放置するというのは、上記の立法趣旨に照らしても妥
当ではないといえる。 
 
 
２．研究の目的 
上記「１」の問題意識に基づき、本研究では、企業の債務超過ないし倒産局面における取締役
の（債権者その他第三者に対する）責任リスクを適切に管理・軽減するにあたっては、新たにど
のようなルールを設けることが有用と考えられるかについて検討することを目的とする。 
 
 
３．研究の方法 
 研究の方法としては、カナダ法を対象とした比較法の分析手法を用いる。比較対象国としてカ
ナダを選定した理由は、カナダの企業の取締役は、とりわけ企業の債務超過ないし倒産局面にお
いて無視できない水準の責任リスクに晒されているものと評価される一方で、同国においては、
そのような取締役の責任リスクを軽減するための法制度もまた比較的充実していることから、
上記の問題意識に基づいた検討を行うにあたり、有益な分析上の示唆がもたらされると考えた
ことによる。 
 
 
４．研究成果 
 本研究により得られた成果は、以下のとおりである。 
［１］わが国の会社補償制度は、取締役の「悪意又は重大な過失に基づく」職務執行に起因する
責任との関係では補償を認めておらず（会社法 430 条の 2第 2項 3号）、また、確定判決に基づ
く賠償金の支払と和解金の支払とを同列に扱うこととしている（同条第 1項 2号イ・ロ）。この
ような制度の下では、①取締役の「悪意又は重大な過失」を要件とする会社法 429 条 1 項の責任
が判決において認められた場合についての（賠償額に対する）補償は禁止されることとなり、ま
た、②仮に判決に先立って和解が成立した場合であっても、和解金に対する補償の実施にはリス
クが伴う――対象取締役に悪意又は重過失の存在は認められないとして同人に対する補償の実
施を決定した取締役が、その後に任務懈怠責任［会社法 423 条 1項］を追及されるおそれがある
――として、当該補償を差し控えるような実務が形成される可能性があるが、これらはいずれも、
取締役に対する保護機能を低下させる「弊害」であると評価できる。この点につき、カナダ法の
下でも取締役に（重過失に相当する）「不誠実」が認められる場合の補償は禁止されているが、
①厳格責任としての雇用法上の責任リスクの存在、および②和解の場合における補償を（取締役
の［事実問題としての］不誠実性の有無にかかわらず）許容する裁判規範の存在等により、会社
補償制度がなお一定の意義を有している。これに対して、上記のとおりわが国においては、現行
の補償制度は（少なくとも会社法 429 条 1 項の責任との関係では）十分な役割を果たし得ないと
解される。以上の理由から、本研究では第一に、わが国の会社補償制度の実効性を高めるために
は、取締役に重過失が認められる場合における補償禁止の対象から「和解金の支払」の場合を除
外する（会社法 430 条の 2 第 2 項 3 号参照）旨の法改正を行うことが有益である旨を明らかに
した。 
［２］次に、カナダにおいては、1997 年の倒産法改正により、倒産企業の取締役が業務遂行の
過程において負担することとなった損害賠償債務の一部を免除する旨の規定を、債務整理計画
等の一内容として組み込むことが許容されるに至っている（Compromise of Claims）。これは、
とりわけ 1990 年代のカナダにおいて、企業が法的倒産手続下に移行する直前に同社の取締役の
大半が（その後に追及されることになるであろう損害賠償責任のリスクを恐れて）辞任してしま
うという事態が多発し、このことが実務上問題視されたことへの対処策として導入されたもの
である。この点につき、わが国においても、取締役が会社法 429 条 1 項に基づく責任を負担する



場合——大半が債務超過企業の事例と考えられる――の中には、既に当該企業が法的倒産手続に
移行済である場合も一定数含まれるものと解されるが、企業と取締役との間で「補償契約」を締
結するという仕組み上（会社法 430 条の 2第 1項参照）、会社補償制度は倒産手続下においては
ほとんど機能し得ない（一般債権者たる取締役が、他の債権者に優先して補償債務の履行を求め
ることはできないため）。このことから、カナダ法の立場を参考に、このような企業の倒産局面
において機能し得る追加的な責任軽減措置を新たに導入することにも相応の意義が認められる。
以上の認識を前提に、本研究では第二に、取締役の損害賠償債務の一部免除を行う旨の事前の定
款の定めを置くことに加えて、実際の免除に際しては利害関係人たる債権者らの承認を得るこ
とを条件として、わが国においても倒産企業の取締役が負担することとなる損害賠償債務の一
部を免除することを認めることが有益である旨を明らかにした。 
［３］最後に、倒産手続下においては会社補償制度による保護がほとんど機能し得ないという上
記［２］の問題に対するより直接的な解決方法としては、当該局面において取締役が有する補償
債権に優先的な地位を与えることが考えられる。そこで、本研究では第三に、カナダの倒産法上、
倒産企業の債務整理計画等の一内容として、取締役の有する補償債権に最高順位の担保権
（Directors’ Charge）を付すことが許容されていることを参考に、わが国においてもそのよう
な補償債権に対する優先的な取扱いを（その他の一般債権者に過剰な不利益を課すことがない
よう、取締役のために D&O 保険が十分に確保されていないと評価できる場合に限定した上で）認
めることが有益である旨を明らかにした。 
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